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＜特 集＞第48回環境保全・公害防止研究発表会 

 

特別講演：「瀬戸内海の環境保全と回復」 
 

―これからの地域環境研究に望むこと― 

 

    岡 田 光 正 

  （環境研究総合推進費プログラムディレクター） 

 

座長  廣 畑 昌 章 

   （全国環境研協議会長：熊本県保健環境科学研究所長） 

 

はじめに 

私自身，環境省の環境研究総合推進費プログラムディ

レクターとして，各地の研究を推進させることが大きな

使命となっております。今日は，水環境の施策が，かつ

ては全国一律であったものを地域で目標を見直し，その

地域に沿った考えで研究していただくために必要なこと

をお話したいと思います。地域に根ざした有意義な環境

研究を行うには行政ニーズが極めて重要であり，各地域

の行政とよくタイアップしながら，各地域での研究を進

めていただければ有り難いと思います。 

 

1．瀬戸内海における水環境の変遷 

水環境の目標設定 

瀬戸内海環境保全特別措置法において，これまでの施

策を如何に評価するか，富栄養化による被害を如何に防

止するかというところから，その後の環境行政や環境研

究が始まったと理解しています。環境をきれいにするこ

とはどこの国でも基本的には同じですが，どこまできれ

いにするかという議論が出てきています。 

CODや窒素，リン等の環境基準はあくまでも生活環境を

保全するために，要は利用目的を達成するために定めて

います。たとえば水産1種の類型では，多様な水産物がバ

ランス良くかつ安定して漁獲されることを目的とし，そ

れを達成するためには全窒素を0.3mg/L以下にしなけれ

ばならないということで，この対策を実施してきました。 

また，窒素とリンについては，全国一律の排水基準を

定めるとともに，上乗せ基準などで地域主体の排出規制

をそれぞれの自治体で行ってきたと思います。 

 

目標達成に向けての施策 

ところが，このような規制だけでは海や湖はなかなか

きれいになりません。たとえば，住宅地，森林，農地等

から出る排水が入ってきます。そこで，汚濁が著しく広

域的な閉鎖性水域については，その場所を特定し，全体

の負荷量を下げるための水質総量規制を実施し，きれい

にするための努力をしてきました。 

環境省や各自治体としては，発生負荷量が着実に減小

し，その結果としてたとえば，瀬戸内海と大阪湾の窒素

とリンの水質環境基準の達成率がほぼ100%となることで

成功したと言えるわけです。しかしながら，CODでは水質

環境基準を満足しているかというと，残念ながら満足し

ていません。このため，我々の施策が悪かったのか，そ

れとも施策を支える研究成果が不十分であったのか，い

ろいろなことを考えることになります。 

しかし，実際に大阪湾の水質は，昭和50年代と最近の

CODを比較すると明らかにきれいになっていると言えま

すし，栄養塩はもっときれいになっています。 

 

望ましい水環境の回復とは 

CODや窒素濃度を下げることは，その水域生活環境を保

全すること，別の視点では魚が捕れるかということを期

待してきました。しかし，努力してほぼ完全に排水規制

を実施してきたにも関わらず，赤潮は平成元年から減ら

ない状況です。また，期待した漁業生産量は残念ながら
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ずっと下がり続けていて，これで良いのかというような

様々な意見が出てきています。 

豊かな海には戻らず，環境基準も達成されないのは，

我々の設定した目標が必ずしも適切でなかったかという

議論もありますが，そもそも水産資源を守って持続的に

利用できることが本来の目標なのではないか，という反

省が出てきました。 

かつては，水質汚濁防止で全国一律の規制を実施し，

部分的には東京湾，瀬戸内海に目を向けて施策を実施し

てきましたが，それだけでは残念ながら本来の豊かな海

に至っていません。また，豊かな海の定義は水域によっ

て違います。このため，全国一律の規制を実施すること

は難しいという発想になり，豊かな海を目指した環境施

策は地域に特化することになります。 

 

2．豊かな瀬戸内海を目指した回復施術 

新たな水質目標 

豊かな海にするために，海底の溶存酸素や透明度を新

たな水質目標として設定しました。この基準は，今まで

の環境基準と大きな違いがあります。たとえば生物1類型

は，生息段階において貧酸素耐性が低い水生生物が生息

できる場を保全・再生する水域で，溶存酸素が4.0mg/L以

上としていますが，具体的にどんな魚を守るのかは明確

にはしていません。基本的には，各地域でどうするのか

決めてくださいということです。 

過去に大阪湾のマコガレイへの溶存酸素の影響につい

て，大阪の水産試験場にいた矢持先生が実験されていま

すが，溶存酸素が約3mg/Lあれば，マコガレイの95%が生

存し問題はないという議論がありました。しかし，その

まま環境基準にすることはできません。たとえば，マダ

イにしても東京湾と瀬戸内海で同じような貧酸素耐性が

あるかどうかはわからないからです。このような意味で，

全国一律ではなく各水域で保全対象種を定め目標を決め

る必要があります。このためには多くの地域の固有の情

報，つまり研究成果が必要になってきます。 

透明度は，ブルーカーボンを蓄積させ，藻場を守るた

めに高くしないといけません。藻場は稚魚も守るという

重要な役割を担っています。このようなことから透明度

の目標値を決めることになりました。しかしながら，繁

茂させたい水深は地域によって当然違います。たとえば

アマモの場合は，年間平均透明度は分布下限水深に0.95

を乗じた数値と定義しました。各地の研究データを集め

て関係式を出しましたが，結局は環境基準にはなりませ

んでした。いろいろ議論した結果，地域の合意形成に預

け，地域にとって適切な目標を決めてくださいとしたの

が地域環境目標という目標値の決め方です。全国一律で

国が決める時代から，各地域が実情に合わせて設定する

時代に変わってきたことになります。 

 

瀬戸内海環境保全特別措置法 

瀬戸内海では，かつては水質や自然景観を守るだけだ

ったのですが，次第に水産資源や藻場・干潟などを含め，

これらを守り再生し，創出することが必要になってきま

した。また，水質も保全だけでなく，管理までしていく

ことになりました。 

豊かな瀬戸内海を目指すには，広い瀬戸内海を一律で

はなく，湾・灘ごと，季節ごとの課題に対応できるよう

に，きめ細かくきちんと目標を決めていく発想に変わっ

てきました。 

たとえば，瀬戸内海環境保全特別措置法では，施策は

湾・灘ごとに実情に応じて行うことが明記されるように

なりました。そして，同じ湾の中でもそれぞれの海域で

求めるものが違うため，湾・灘協議会をつくることにな

りました。この場で行政と地元住民と漁業者に対して，

環境研や地域の大学から研究データを供給し，科学的に

判断することで，それぞれの湾・灘の水環境ごとに水質

や底質，水産資源を整理し，それぞれの水域での問題も

整理できるようになりました。 

 

順応的管理プロセスによる栄養塩類の管理 

豊かな瀬戸内海にするには，人間の手が入ることによ

って高い多様性を保全する里山づくりと同様に，地域主

体で人間の活動が自然に対して適切に作用する里海づく

りが重要です。たとえば，漁業者や市民の活動として，

アマモを管理することによって，豊かな海をつくってい

こうという試みもあります。 

地域主体で行うことの実現に向けては，環境省も積極

的に参加すると理解しております。最近，2021年6月に瀬

戸内海環境保全特別措置法が改正され，課題には生物の

多様性・水産資源の持続的な利用の確保が挙げられまし

た。 

ここでは，関係府県知事が計画して，特定の海域へ栄



 

＜特集＞ 第48回環境保全・公害防止研究発表会 

10 

   

〔 全国環境研会誌 〕Vol.47 No.1（2022） 

10 

養塩類の供給を可能にする栄養塩管理制度という新しい

考え方が生まれました。たとえば，牡蠣の生産を元に戻

すために，その餌となる植物プランクトンに対して栄養

塩を供給することができます。栄養塩を減らすだけでは

なく，必要に応じて栄養塩の供給が可能になるこの一部

改正は，環境行政が大幅に考え方を転換した法律だと思

います。対象水域は，瀬戸内海という広範囲から地域に

変わり，特定海域に栄養塩を供給することが可能になり

ました。今までは排水をきれいにすればよかったのが，

今後は，目的が生物の多様性・水産資源の持続的な利用

であり，なおかつ，それが地域によって異なるとなると，

十分なデータがないため不確実性が多くなります。これ

をどう管理していくのかは難しい部分です。 

瀬戸内海環境保全特別措置法の改正において，ひとつ

の重要な考え方は，順応的管理ということです。順応的

管理とは，自然や生態系自然環境，自然保護では使われ

ている言葉ですが，水環境の政策としてきちんと取り入

れたのは初めてだと思われます。たとえば，ある海域は

生物多様性や生物生産性が高く，一方で水質は非常に悪

い状態であった場合，それに対して十分な情報や科学的

知見があれば施策を決められるはずですが，現実にはそ

うはなっていません。そこで，とにかく仮説を立てて実

施し，仮説と結果の違いを試行錯誤しながら修正してい

くというのが順応的管理の考え方です。この魚獲や赤潮

等も含めた栄養塩の管理には，モニタリングの実施が極

めて重要です。瀬戸内海，大阪湾，広島湾というレベル

よりもっと小さな海域で生物多様性や生産性を守る施策

のために，常にモニタリングを実施し，それに基づき施

策の修正が行われるようになってきました。 

 

気候変動の緩和策と適応策 

順応的管理の中で大きな問題になるのは，気候変動も

考える必要があるということです。気候変動があると，

残念ながら今までの実験データが役に立たない可能性も

考えないといけません。気候変動対策には温室効果ガス

の排出抑制を進める緩和策と被害の回避・軽減をするた

めの適応策があり，過去にこの全環研で適応策の話をさ

せていただいた時に，緩和策は国で，適応策は各地域で

対応とお伝えしておりましたが，現在は緩和策も各地域

で実施していかざるを得ないという流れになってきまし

た。 

今後，全国一律ではなく各地域でその課題を解決しな

がら，脱炭素，カーボンニュートラルを目指して欲しい

というメッセージが段々強くなると理解しています。そ

ういう意味で，地域脱炭素ロードマップには，単に脱炭

素ではなく，たとえば藻場や干潟の保全や創造による水

質浄化とか生物多様性の確保というようなことが，具体

的なイメージとして書かれるようになってきました。 

藻場には生物多様性，水質浄化，海岸保全などの機能

がありますが，近年，その炭素貯留量は大きな役割とし

て期待されるようになりました。たとえば，国土交通省

のデータによると，森林19億トンに対し，ブルーカーボ

ンは概算で25億トンと決して森林に比べても小さくあり

ません。まだ明確にはわかってはいませんので，今後ブ

ルカーボンの貯留量に関する研究等が緩和策として必要

になると思います。 

一方，適応策を考えるうえで重要なことは，平均では

なく極大としての変動を考慮することです。たとえば，

気候変動が進むにつれて，豪雨の頻度が多くなった場合，

これまでは年平均値で判断していますが，たとえば豪雨

が起きる頻度が10年に1回だったものが3回になると，施

策を考える上では数年に一度の極大値を考慮していかな

いといけません。 

また，イサザの生存から貧酸素を定義した琵琶湖湖底

の貧酸素水塊の形成の例では, 今後気候変動が進んだ場

合，湖水全層循環の停止頻度の増加が貧酸素水塊の形成

と生物にどのような影響を及ぼすかを考慮する必要があ

ります。今の時点では貧酸素水塊の面積の最大値は5,000 

haですが，気候変動のシナリオによっては，その面積は

増加します。しかも,毎年同様に増加するのではなく，年

によって異なるなかでどのように管理するか考えていく

ことが必要になってきます。 
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また，予測する現象も複雑になっていますが，予測は

コンピューターのモデルや仮定によっても答えが異なり

ます。不完全な情報の中でなんとか対策を取っていく必

要があり,やはり順応的管理が必要になります。 

順応的管理を進めるには，一般論や平均的な施策がう

まくいかないことが多く，そのため，自分の対象地域に

沿った研究を進めることが不可欠になると思います。そ

こでは，モニタリングの徹底による順応的管理が必要だ

ということをお伝えしたいと思います。 

 

3．地域環境研究の推進と環境研究総合推進費 

このような地域に根ざした研究を推進していただくの

が私の責務ですから，このための環境研究総合推進費を

ご紹介します。 

第5次環境基本計画では，地域の環境研究拠点の役割の

強化と地方公共団体の環境機関との連携強化が謳われて

います。各自治体では，地方大学や水産研究機関，土地

関係者などの地域の実情を把握していると思いますので，

地域の環境問題の解決に是非，大きな役割を果たして欲

しいです。 

特に適応策では，水質・大気は気候変動の影響を大き

く受けますから，このような分野での知見をお持ちの各

地域の環境研究所，研究者の皆様は時代に合わせた柔軟

な対応ができる新しい分野の適応策の研究を進めていた

だきたいと思います。 

適応策だけではなく，地域カーボンニュートラルを推

進するためには，その地域でどのような緩和策を進めて

いくかということも考えていく必要があります。机上の

計算だけで出来るものではなく，たとえばバイオマスの

利用にしても利用可能な方法は地域によって異なること

から，その地域に根ざした緩和策が必要です。 

今後の緩和策・適応策はより困難で，地球全体で気候

変動が進めば，数km単位よりもっと細かい単位での予測

と，適応策を考えていくことが必要になってきます。こ

のためにも地域の環境機関には期待しています。 

環境研究総合推進費は，あくまでも行政ニーズに基づ

くもので，行政として必要な施策をするために，どんな

研究が必要なのかということになります。行政ニーズで

重要なことは，アウトプットとなる研究成果がアウトカ

ムとして，どのように環境施策へ役立つかを考えること

です。行政ニーズがあり，どのような独創性や革新性の

ある研究成果を得ることが大きな目標です。 

新規の環境研究は，推進費の環境問題対応型研究が4千

万円以内，革新型研究が6百万円以内，戦略型研究は億単

位と国レベルの非常に大きな研究です。日本の環境を守

るためには，どのような研究が必要かということが非常

に大きなポイントになっているのが環境研究総合推進費

です。今年からは，ミディアムファンディングと称して，

2千万円以内を用意しました。地環研であまり大がかりで

ない研究をしたいと思う時でも，応募しやすくなると思

います。 

まだ決まっていませんが，各地域環境研の環境研究に

取り組み始めた若手を支援したいということで，自由に

研究できる若手枠をつくりたいとも考えていますので期

待していただければと思います。  

 

最後に 

環境科学とは，環境問題を解決するための科学ですが，

重要なことは環境問題を誰がどのように認識するかです。

市民が身近なこととして，また研究者が環境問題として，

行政官が法や国際的な課題として考えるということにな
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ります。環境研究総合推進費は，研究者というよりは，

基本的に行政官が考える重点課題を考えています。行政

ニーズから研究テーマを見つけて，行政官が予算を取っ

て，行政としても役立つ好循環になるような新しい革新

的な環境研究を進めていけたら大変有り難いと思います。 

 

質疑応答 

座長 廣畑 昌章 熊本県保健環境科学研究所長 

豊かな海の考え方ですけれども，水産側とデータの共

有が出来ていないことがあります。縦割り行政の良くな

いところで，もう少しその横断的な体制の充実が必要だ

と思っています。この点に関して，どのようにお考えで

しょうか。 

講師 

瀬戸内海の話をさせていただきましたが，かつてはい

ろいろ実施して，ともかくきれいにするだけでいい，き

れいにすれば豊かな海，魚が捕れる，いろんなことがで

きる海になるはずが残念ながらそうはいきませんでした。

魚が獲れるかどうかをきちんと把握しているのは水産関

係者，もちろん漁業関係者の声も大きいですが，環境部

局でなく，環境部局と水産部局が協働しないと，たとえ

ば特定海域の水質保全とその管理，順応的管理が出来な

いわけです。 

魚，森林，希少生物など環境の相手によって違います

が，是非，他の部局と協働して環境施策を進めていくこ

とをお願いしたいと思います。 


